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序．計画策定の背景・目的 

序－１．計画策定の背景及び目的 

稲敷市では、急速に進む少子高齢化や人口減少への対応など、地域公共交通の中長期的な方針とと

もに、まちづくりと連動した地域公共交通ネットワークを検討・協議し、稲敷市らしい適正な地域公

共交通網の形成を促進していくため、「稲敷市地域公共交通網形成計画」を策定した。その計画で位置

づけられている事業の具体的な計画内容を示す「稲敷市地域公共交通再編方針」を策定し、網形成計

画に掲げる基本方針を達成するための施策に取り組んでいる。 

しかし、近年、利用者の減少により、地域間幹線系統補助の対象となっている路線バスの利用者数

が補助要件の下限を下回る可能性が生じ、地域間交通の在り方及び対策の検討が急務となっている。

小学生の通学に路線バス、コミュニティバスを活用し、それをもって、多数の地域内バス路線を維持

してきた経緯があるが、近年の小学校統廃合に伴いスクールバス化が進むことで、路線バス利用者が

大幅に減少する事態となっており、地域内交通の在り方を再検討する必要が生じている。 

さらに、高齢者の増加等により、バス停まで歩行困難な高齢者が増加し、より小回りの利く交通モ

ードが求められている。高齢者の移動手段の確保および公費負担の軽減の両立を図りながら、持続可

能な公共交通の検討が必要となっている。本市では、平成 20年度より交通空白地をカバーするため

タクシー助成券制度を実施し、ファーストワンマイルの移動手段として活用してきた。しかし、近年

タクシー事業者の廃業が相次ぎ、市域の半分がタクシー空白地となっているが、隣接市町村が異なる

交通圏に属するため、タクシー利用が困難となっており対策に苦慮している。 

一方で、公共交通は、近年全国で取り組まれている持続可能な開発目標（ＳＤＧs）を達成する上

で、福祉（目標３）、まちづくり（目標 11）、環境（目標 13）などの観点から、重要な役割を担って

いる。 

そこで、新型コロナウイルス感染症の拡大による「新しい生活様式」の定着や公共交通を取り巻く

社会情勢を踏まえつつ、さまざまな問題・課題に対応するよう、「地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律」第５条に基づく計画を、同６条において定める協議会である「稲敷市地域公共交通活性化

協議会」が協議の上、稲敷市が策定する計画です。 

 

 

序－２．計画の区域 

本計画の計画区域は、稲敷市全域とする。 

 

 

序－３．計画の期間 

計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とする。 

なお、計画の期間内においても、今後の社会情勢等の変化や関連計画の見直し等に適応するよう必

要に応じて計画の見直し・修正を行うものとする。 
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１．稲敷市の現状 

１－１．地形・地勢 
 

 

 

 

 

 

 

  ■位置図 

   
 

１－２．人口動向 
（１）人口の推移 

 

 

    ■人口及び高齢化率の推移 

 
資料：各年の国勢調査  
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高齢化率人口（人）

15歳未満人口 15～64歳人口 65歳以上人口 高齢化率

稲敷市 

・稲敷市は、茨城県の南部、東京から 60㎞圏に位置する。 

・西に研究学園都市「つくば」、南に日本の玄関口「成田」の中間に位置し、これらの各都市と首都

圏中央連絡自動車道（圏央道）で結ばれている。 

・面積は、205.81 ㎢（霞ケ浦を含む）で、東西約 23㎞、南北約 14㎞と横に細長い。 

・地勢は、稲敷台地と広大な水田地帯からなる。北に霞ケ浦、南に利根川、東を横利根川、中央を新

利根川や小野川が東西方向に流れ、水辺環境に恵まれている。 

・人口は、平成 7年をピークに減少傾向となっている。 

・高齢化率は上昇傾向となっている。 

霞ケ浦 

平坦 

標高 高 

↓ 

■地勢 
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（２）人口分布 

 

 

  ■人口分布（250ｍメッシュ） 

 
 

  ■65歳以上の人口分布（250ｍメッシュ） 

 

  

資料：平成 27年国勢調査 

資料：平成 27年国勢調査 

・人口の分布状況をみると、市全域に分布している。南部では水田が広範囲に広がっているため、幹

線道路沿いに人口が分布している。 
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１－３．通勤通学流動 
 

 

 ■通勤・通学流動 

   
 

１－４．主要施設の立地状況 

 

 

 

 

 

 
 ■主要施設の立地状況 

  

資料：平成 27 年国勢調査 

・通勤通学の動向をみると、周辺市への流動が多く、流出・流入ともに、龍ケ崎市・牛久市が多い。ま

た、千葉県香取市も多い。 

・市内の生活利便施設（商業・医療・医療施設）は、バスが運行している幹線道路沿いを中心に立地

している。 

・スーパー等の商業施設は、江戸崎地区、新利根地区、東地区に立地し、コンビニは多くの地区に立

地している。 

・医療施設においては、市南部では立地していないエリアが多い。 

・金融施設においては、ほとんどの地区に立地している。 
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１－５．観光動向 

 

 

 
  ■観光客数の推移 

  
 

 

１－６．免許保有状況 

 

 

 
   ■運転免許保有者数の推移          ■運転免許返納件数の推移 
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（件）

資料：市資料 

・観光入込客数は、平成 25 年度以降減少傾向となっていたが、平成 30 年以降増加傾向に転じた。

しかし、新型コロナウイルス感染による各種イベント中止により、令和２年度の観光客数は大幅に

落ち込んでいる。 

・運転免許保有者総数は微減傾向となっているが、高齢者の免許保有者数は増加している。 

・運転免許返納件数は、増加傾向となっている。 
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２．公共交通の現状 

２－１．市内を運行する公共交通 

 

 

 

 
 ■市内を運行するバス路線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市内の公共交通は、バス交通（路線バス、コミュニティバス）が主となっており、それを補完する

ために、地域交通利用券によるタクシー利用がある。 

・市東側縁辺部を東京駅～鉾田間の高速バスが運行し、市内で利用できるバス停が１ヶ所（上西代バ

ス停）ある。 
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２－２．市内を運行する公共交通の現況 

（1）高速バス 

 

 

 

 

 

  ■高速バスあそう号（東京～鉾田）の運行概要 

運行ルート 東京駅～香取神宮～佐原駅～上西代（市内）～潮来駅～麻生庁舎～鉾田駅 

運行本数 １日６往復（平日及び土日祝日） 

所要時間 上西代バス停⇔東京駅 ２時間 

運賃 現金：1,800円、ICカード：1,620円 

運行事業者 関鉄グリーンバス(株) 

 

（２）市外を結ぶ民間路線バス 

 

 

 

   ■市外を結ぶ民間路線バスの運行概要 

事業者 系統 
運行本数 

平日 土休日 

ジェイアールバス関

東(株) 

土浦駅～江戸崎（霞ヶ浦線） 18本 13本 

土浦駅～江戸崎（君島線） 3.5本 2本 

関東鉄道(株) 龍ケ崎市駅～江戸崎（龍ケ崎市駅線） 6本 5本 

 

   ■高速バス及び市外を結ぶ民間路線バス 

  

・高速バスあそう号（東京～鉾田）が運行されており、これにより乗り換えなしで東京に行くこと

ができる。バス停は、市内１ヶ所（上西代バス停）のみ。 

・なお、新型コロナウイルス感染症の影響により一時運休していたが、１０月１６日より運行再

開。ただし、コロナ前は１日６往復であったが、減便して運行。 

・市外の神崎町にある道の駅から、東京～銚子の高速バスが利用できる。 

・市外を結ぶ民間路線バスとして、江戸崎を起終点として土浦駅を結ぶ路線と龍ケ崎市駅を結ぶ路

線が、運行されている。 

・路線バスの運行エリアは市西側のため、東側エリアから市外への移動が不便となっている。 

江戸崎 

上西代 

発酵の里こうざき 

至龍ケ崎市駅 

至土浦駅 

至東京駅 

至鉾田駅 

至銚子駅 

至東京駅 

佐原駅 
高速バス 

路線バス 

ジェイアールバス関東(株) 

関東鉄道(株) 
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（３）稲敷エリア広域バス ※地域内フィーダー系統確保維持事業の対象路線 

  ①運行概要 

 

 

 

   ■稲敷エリア広域バス（江戸崎・牛久ルート）の運行概要 

運行日 
便数 

運賃 運行事業者 
平日 土日祝日 

毎日 ５本 ４本 170円～800円 関東鉄道(株) 

   ■運行ルート 

 

  ②利用状況 

 

 

 

   ■稲敷エリア広域バスの利用者数の推移 

 

 

 

 

・牛久市・稲敷市では、広域的な移動手段の確保のため、平成 29年から「稲敷エリア広域バス」

として市内からは２路線の実証運行を行い、江戸崎・牛久ルートが平成３０年度から本格運行

となっている。（稲敷・阿見ルートは廃止） 

・稲敷エリア広域バス江戸崎・牛久ルートの利用者数は、運行開始後増加傾向となっていたが、

新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言期間となった令和 2年 4月・5月に利用者

数は大幅に落ち込んだ。その後、利用者数は緊急事態宣言前の利用者数まで戻りつつある。 
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  ③収支状況 

 

 

 

 

 

   ■稲敷エリア広域バスの収支率の推移 

 
 

   ■運行経費負担内訳 
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運賃収入 国庫補助フィーダー 牛久市負担分 稲敷市負担分

・稲敷エリア広域バス江戸崎・牛久ルートの収支率は、令和元年度に比べ減少して 15.9％となっ

ている。 

・路線維持のため、運賃収入でカバーできない赤字相当額を、牛久市と稲敷市の両市で負担して

いる。稲敷市の負担分については、国庫補助の交付を受けており、令和 2年度における負担額

は 6,820千円となっている。（運行経費の約 29％に相当） 

で 
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（４）市内路線バス 

  ①運行概要 

 

 

 

   ■市内を運行する路線バスの運行概要 

運行事業者 路線 
運行本数 

運賃 
平日 土日祝日 

桜東バス 江戸崎～佐原駅（佐原線） 12本 ９本 170円～560円 

（晃進物流(株)） JA 稲敷直売所～江戸崎～下総神

崎駅（新利根・神崎線）※1 
９本 ８本 170円～510円 

ブルーバス(株) 江戸崎～パルナ（浮島線）※2 ８本 ５本 170円～490円 

 江戸崎～桜川公民館（神宮寺線） ６本 ６本 170円～340円 

 野原集落センター～稲敷市役所 

（鳩崎線） 
７本 ── 170円～310円 

   ※1 桜東バス 新利根・神崎線は、主に稲敷市の住民の生活交通として必要であり、地域内

フィーダー系統確保維持事業の対象路線である。また、神崎町は費用負担をしておら

ず、補助申請も行っていない。 

   ※2 ブルーバス浮島線は、地域内フィーダー系統確保維持事業の対象路線である。 

 

   ■市内を運行する路線バスの運行ルート 

 
  

・市内完結型（一部、市外の佐原駅、下総神崎駅まで）の路線バスは、令和３年４月に改定され、

現在、５路線が運行されている。なお、鳩崎線のみ平日のみの運行。 

・運賃は、初乗り 170円、対キロ運賃。 

江戸崎 

稲敷市役所 

野原集落センター 

桜川公民館 

パルナ 

発酵の里こうざき 

JA 稲敷直売所 

下総神崎駅 

佐原駅 

桜東バス 

ブルーバス 
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  ②利用状況 

 

 

 

 

 

   ■路線バスの利用状況（ジェイアールバス関東(株)、関鉄鉄道を除く） 

 
 

   ■浮島線における令和２年度と令和３年度の利用者比較 

 
 

  ③収支状況 

 

 
 
   ■市内路線バスの収支率の推移 

  

12,818 12,368 13,924 14,575 13,066 12,513 12,183 12,540 8,197 
10,568 7,694 10,362 13,042 13,826 13,715 13,337 10,532 10,888 2,962 3,448 3,359 3,546 3,052 3,727 3,908 3,164 

6,206 5,157 5,152 3,539 
9,202 

47,978 
74,824 61,938 60,415 58,315 

60,139 57,359 54,889 52,403 

5,363 

6,032 
8,536 9,018 8,527 

16,646 
15,912 

14,227 
13,785 

20,896 

11,982 8,296 6,869 

7,047 
4,879 

5,244 
4,611 

112,408 

96,266 94,130 91,083 

106,805 
100,371 

93,952 
88,390 

73,111 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（人）

神宮寺線 浮島線 古渡線 西代線 鳩崎線

佐原線 江戸崎・幸田・佐原線 新利根神崎線 江戸崎・角崎線 十余島線

0

500

1000

1500

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（人/月）

令和2年度 令和3年度

22.3% 21.8% 22.2%
20.7%

19.5% 18.9%
20.4%

6.5% 7.5% 8.2% 8.3% 8.5%

31.9%

4.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
桜東バス ブルーバス

鳩崎線 
運行開始 

・平成２８年度に鳩崎線が運行開始により一時的に利用者数は増加したが、その後利用者数は

減少傾向となっている。 

・令和３年４月、浮島小・古渡小・阿波小が統合され、桜川小の開校に併せスクールバスが４ル

ート運行されている。それに伴い、浮島線の利用者数は、大幅に減少している。とくに、古渡

小学校前バス停の利用者がいなくなっている。 

0 0
0

100

200

300

400

７時台降車 15時台乗車

（人/月）

令和2年度 令和3年度

古渡小学校前バス停 乗降者数（７月） 6/1～分散登校開始 
4/1 桜川小開校 

路線再編 

・桜東バスの収支率は 20%前後、ブルーバスの収支率は８％前後となっており、路線を維持す

るために公的負担が大きくなっている。 

※ブルーバスの R1 については、国税の

修正申告により還付金が収入に計上

されている 
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（5）コミュニティバス 

  ①運行概要 

 

 

 

 

 

 

 

 ■コミュニティバスの運行概要 

路  線 
主な 

運行エリア 

運行本数 
運賃 

平日 土日祝日 

江戸崎西ルート 沼里地区 ７本 ７本 200円 

上君山ルート  君賀地区 ６本 ６本 200円 

あずまコミュ

ニティバス※ 

月木ルート 

東地区 

４本 ── 

200～400円 火金ルート ４本 ── 

水ルート ４本 ── 

   ※あずまコミュニティバスは、地域内フィーダー系統確保維持事業の対象路線 

    （令和５年３月通学快速を廃止。全ルート再編実施） 

 

   ■コミュニティバスの運行ルート 

 
  

・民間路線バスを補完する形で、コミュニティバスが３路線運行されている。 

・あずまコミュニティバス以外は、ループ型の路線となっており、江戸崎西ルート・上君山ルー

トは、便によって回り方を変えている。 

・江戸崎西ルート及び上君山ルートは、毎日運行となっているが、あずまコミュニティバスに

ついては、曜日を替え３ルートを運行。 

・運賃は、あずまコミュニティバスについては、200～400円。他の２路線は２００円の均一

となっている。 

稲敷市役所 

パルナ 

湯ったり館 

こもれび森の 

イバライド 

江戸崎 

東支所 

幸田車庫 

江戸崎西ルート 
上君山ルート 
あずまコミュニティバス 
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  ②利用状況 

 

 

 

 

 

 

   ■コミュニティバスの利用状況 

 

   ■あずまコミュニティバスのルート別令和２年度利用者数 

 

  ③収支状況 

 

 

 

   ■コミュニティバスの収支率の推移 

  

540

5232
7375 8346 8335

10012 8935 8900 9199

105

2789

3722
4264

7255
5967

4886 4800

7773

355 405
755

645

8021

11097
12610

15945 16384

13821 13700

17727

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

20000

平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度 令和元年度 令和２年度

（人）

西地区ルート 上君山ルート 市役所ルート あずま         

3

269
296

187

0

50

100

150

200

250

300

350

通学快速 月・木ルート 火・金ルート 水ルート

（人）

8.9%
9.9%

13.2%

14.9% 15.3% 14.7%

18.6%

0%

5%

10%

15%

20%

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

・コミュニティバス運行後、平成 29年度までは利用者数は増加していた。平成 30年度に

一旦利用者数は減少したが、その後は再び増加している。 

・地域内フィーダー系統確保維持事業の対象路線あずまコミュニティバスの令和２年度の利

用者数は、曜日別に運行されているルートは、パルナへの利用が多く、一定の利用がある

が、通学快速の利用はほとんど利用されていない。 

西地区ルート 
上君山ルート 
運行開始 

市役所ルート 
運行開始 

市役所ルート 
運行廃止 

あずまｺﾐｭﾃｨﾊﾞｽ 
運行開始 

・コミュニティバス運行当初の収支率は約９％であったが、平成２９年度以降は１５％前後

で推移している。令和２年度には 18.6％となっている。 
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（６）路線バス・コミュニティバス利用圏域の状況 

 

 

 

 
※人口メッシュは、平成 27 年国勢調査の 250ｍメッシュ 

  

・バス停から離れた地域においても人口は集積している。 

・高齢化により、バス停まで歩けず、バスが利用できなくなる人も出てくることが懸念される。 

バス利用圏域と高齢者人口メッシュ重ね合わせ 

バス利用圏域と人口メッシュ重ね合わせ 
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（７）地域交通利用券（タクシー券） 

  ①地域交通利用券（タクシー券）の概要 

 

 

 

 

 

 ■公共交通利用券（タクシー券）の運用概要 

利用者対象者 稲敷市に住所を有している方で、下記１～３のいずれかに該当する方 

１．自動車運転免許証がない方 

２．自動車を所有していない方 

３．身体の故障等により自動車を利用出来ない方 

助成額 

交付枚数 

タクシー乗車１回につき、最高で 700円助成 

月８枚で、年度分全て交付。（申請月により枚数が変わる） 

利用期間 利用券の交付を受けた日から、交付を受けた年度末まで 

利用できる 

タクシー会社 

指定された６事業者（下表参照） 

利用方法 ○利用区域 

 下表参照 

○利用方法 

・料金を支払う際に、運転手に渡し、タクシー料金から 700円を差し

引いた金額を支払う（利用券 1枚につき、最低 300円は負担） 

・タクシー利用券は、１乗車につき１枚利用 

・タクシー利用券の交付を受けている人が相乗りした場合、1 人 1 枚

ずつ使用することも可能 

   ※利用できるタクシー会社と利用区域 

タクシー会社 

利用できるエリア 

市内⇔ 

市内及び市外 
市内⇔鹿行地区 市内⇔北総地区 

江戸崎合同ハイヤー 〇 〇 〇 

霞ヶ浦交通 〇 〇 〇 

大利根タクシー 〇 〇 〇 

金江津タクシー 〇 〇 〇 

神崎交通 ☓ ☓ 〇 

都市交通 ☓ ☓ 〇 

    鹿行地区：鹿嶋市、潮来市、神栖市、行方市、鉾田市 

    北総地区：香取市、成田市、佐倉市、八街市、印西市、白井市、富里市、神崎町、

多古町、東庄町、酒々井町、栄町、芝山町 

 

  

・自動車が利用できない市民のために、平成 20 年から「地域交通利用券」としてタクシー助

成を実施している。 

・利用できるエリアは、市内だけではなく、乗降車場所のいずれかが市内ならば周辺市も可能。 

・タクシー事業者がない東地区においては、地区に近い市外のタクシー事業者を利用した場合

は、市内移動には、タクシー券が利用できず不便となっている。 
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  ②地域交通利用券（タクシー券）の利用状況 

 

 

 

 ■地域交通利用券の利用状況 

        【利用登録者数】               【利用回数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）タクシー事業者 

 

 

 

  ■タクシー券交付者（令和元年度）とタクシー事業者 

資料：稲敷市資料を基に作成 

  

金江津タクシー
神崎交通（駅前プール）

霞ケ浦交通

江戸崎合同ハイヤータクシー（美浦営業所）

江戸崎合同ハイヤータクシー

大利根タクシー
北総交通

都市交通（成田市三里塚）

常南観光交通

15376

19108

0

5000

10000

15000

20000

25000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

使用回数

使用枚数

・令和元年度の利用登録者は 1,248人となっている。 

・利用券の使用状況は、増加傾向となっており、令和２年度における利用券の使用状況は、使用

回数 15,376回、使用枚数 19,108枚となっている。 

・市内に営業所を構えているタクシー事業者は、２社となっている。 

・市東側においては、タクシー事業者の廃業により、タクシー空白地となっている。 

・一部のエリアでは、河内町や千葉県側のタクシー事業者が、送迎サービスを行っている。 

378

1248

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（人）

利用券利用可 

利用券不可 

タクシー券交付者 



17 

（９）地域公共交通対策事業費の推移 

 

 
 
   ■地域公共交通対策事業費の推移（決算ベース） 

 
 

（10）路線バス通学定期券補助制度 

 

 

   ■補助対象となるバス路線 

バス事業者 対象路線 

ジェイアールバス関東(株) 霞ケ浦線、君島線 

関東鉄道(株) 江戸崎・龍ケ崎市駅線、稲敷エリア広域バス 

桜東バス 江戸崎・佐原線、新利根・神崎線 

ブルーバス(株) 浮島線、神宮寺線、鳩崎線 

   ※上記路線以外は対象外 
 
   ■補助区分と補助率 

区分 補助率 

稲敷市内に在住で、市内・市外の学校へ通学 50％ 

市外に在住で、稲敷市内の学校へ通学 20％ 

   ※補助額のうち、1,000円未満は切り捨て 

通学経路が不自然な場合などは、補助の減額となる場合がある。 

 

  

186 

138 138 135 144 

0

50

100

150

200

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（百万円）

公共交通運行補助 地域交通助成 自家用有償旅客事業
地域公共交通対策事業費 その他

・地域公共交通対策事業費は、平成２８年度に比べ、平成２９年度は減少し、その後は横ばい傾向

となっている。 

・令和３年４月より、市内路線の活性化・維持・存続を目的として、通学定期券の一部を補助する

制度の運用が開始された。 

粕視した。が始まった。 

（開始）成２８年度に比べ、平成２９年度は減少し、その後は横ばい傾向となっている。 
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（11）新型コロナウイルス感染症拡大に伴う交通事業者支援 

 

 

 

 

   ■地域公共交通維持確保支援金 

事業区分 支援額 

乗合バス事業者 稲敷市内を運行する距離、運行回数に応じて算出する額 

貸切バス事業者 50万円に、市内営業所に属する車両数あたり２万円を加えた額 

タクシー事業者 25万円に、市内営業所に属する車両数あたり１万円を加えた額 

   ■タクシー車両購入費補助金 

車両の燃料費区分 補助額 

令和２年度燃費基準達成 車両本体価格（税抜き）の 1/10（上限額 25万円） 

令和２年度燃費基準＋20％以上 車両本体価格（税抜き）の 2/10（上限額 50万円） 

令和２年度燃費基準＋40％以上 車両本体価格（税抜き）の 4/10（上限額 100万円） 

   

 

 

 

 

 

  

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、打撃を受けている公共交通事業者を支援し、稲敷市民

や来訪者の移動手段の確保を図っている。 

・タクシー事業者の休止や廃業を防止し、高齢者等の移動手段を確保するため、タクシー車両の購

入費用に対して補助金を交付している。 



19 

２－３．公共交通以外の送迎サービスの現状 
（１）スクールバス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ■小中学校のスクールバス（児童送迎バス含む）の乗車人員（令和３年度） 

 
 

 ■牛久・龍ケ崎方面高等学校通学バス（通称パンダバス）の概要 

 ・竜ヶ崎第一高等学校、竜ヶ崎第二高等学校、竜ヶ崎南高等学校、牛久高等学校、牛久

栄進高等学校方面の通学バス 

ルート  ●１コース 美浦→阿見→牛久→竜ヶ崎 
 ●２コース 美浦→江戸崎→竜ヶ崎 
●３コース 江戸崎→牛久 
●４コース 江戸崎→新利根→牛久 

運行本数 通常運行は、朝１便、帰り３便を運行 

 

（2）民間施設における送迎サービス 

 

 

 

 

  ※竜ケ崎自動車教習所の送迎バス７ルートのうち、２ルートは市内の一部を運行  

児童・生徒数 ルート 利用人数 利用人数
小学校 江戸崎小 301 43 43

沼里小 147 19 19
高田小 121 54 54
新利根小 259 上根本ルート 28 28

旧根本小ルート 24 24
太田ルート 39 39
小野・戌渡ルート 44 44

計 135 135
桜川小 221 阿波ルート1 45 45

阿波ルート2 41 41
浮島ルート1 45 45
浮島ルート2 44 44

計 175 175
あずま東小 203 新東ルート 34 34

南ルート 44 44
計 78 78

中学校 東中 216 33 33
1468 537 537合計

学校 0 100 200

・小中学生の通学対応として、６つの小学校及び１つの中学校で、スクールバスを運行してい

る。利用者数としては、537人となっている。 

・スクールバスの運行が多くなり、路線バスの利用者数の減少の一因にもなっている。 

・高校生の通学対応として、市内を運行する主なスクールバスは、以下のとおりである。 

 主な運行エリア 

江戸崎総合高校 市内の乗降場は４ヶ所 

（羽賀、谷中、新利根公民館、角崎） 

麻生高校 本新島、伊崎、阿波、浮島 

保護者会による牛久・龍ケ崎方面高等

学校通学バス（通称 パンダバス） 

根本、柴崎、太田、大須賀、高田、江戸

崎、鳩崎 

東洋大学付属牛久高校 柴崎、太田、高田、江戸崎、鳩崎 

 

 

・市内にある一部の医療施設では、来院者の自宅から医療施設の送迎サービスを行っている。 

・市内に 9のゴルフ場があり、一部のゴルフ場ではゴルフ場～駅間の送迎サービスを行ってい

る。 

 ※以前、商業施設パルナにおいても、無料送迎バスを運行していたが、令和２年７月に廃止。 
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■小中学校のスクールバス運行ルート 

 
■高校のスクールバス運行ルート 

 

江戸崎総合高校スクールバス 

麻生高校スクールバス 

牛久・龍ケ崎方面高校通学バス 

東洋大学付属牛久高校スクールバス 
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（３）福祉有償運送事業 

 

 

   ■福祉有償運送事業の運送状況 

  運送実績 

事業者名 利用車両 利用者数 輸送人員又は輸送回数 

  平成 30 年度 令和元年度 平成 30 年度 令和元年度 

特定非営利活動法人 

あゆみ 

車いす車 ４台 

セダン等 ８台 
24名 22名 692 478 

社会福祉法人 

稲敷市社会福祉協議会 

車いす車 １台 

セダン等 ２台 
13名 9名 190 149 

社会福祉法人 

盡誠会 

車いす車 ３台 

セダン等 ３台 
10名 12名 186 143 

特定非営利活動法人 

稲敷みんなのまちづくり 

車いす車 １台 

セダン等 ３台 
10名  119  

 合計 57名 43名 1,187 770 

   ※特定非営利活動法人稲敷みんなのまちづくりの利用車両の台数は、平成 30 年度 

 

（４）移動店舗（スーパー）の実施 

 

 

   ■カスミ江戸崎パンプ店 移動スーパー 巡回スケジュール 

 

 

  

・スーパー等まで出かけ買い物ができない市民に対して、商業者(株)カスミが稲敷市と「包括連携協

定」に基づき、令和４年２月 14日より移動スーパーが市内を巡回している。 

・身体障害者等の移動支援として、現在、３団体によって、福祉有償運送事業が実施されている。 

・令和元年度の利用者数は 43名、輸送人員又は輸送回数は 770人（回）となっている。 
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３．地区別公共交通アンケート 
 

※過年度において、地域別に実施した地域住民アンケート調査より、公共交通に対するニーズ

を整理する。 

 

３－１．江戸崎地区公共交通に関するアンケート調査 
（実施期間：令和２年度） 

（１）日常の移動について 

 

 

 

  ■普段の移動手段             ■路線バスの利用頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者の移動対策について 

 

 

■高齢者の移動対策に求める要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・普段の移動手段として、20～70代は、マイカー移動が中心となっており、自動車が利用できない

10代及び 80・90代では、バスや家族の送迎が多くなっている。 

・路線バスを利用する人が比較的多いのは、10代と高齢者となっている。 

・10代では、コミュニティバスの運行を求める意見が多いが、全体的にはタクシーの充実や福祉の

充実求める意見が多くなっている。 
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（３）稲敷エリア広域バスの存続について 

 

 

  ■バス利用頻度別路線存続意向           ■地区別路線存続意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事前予約制（デマンド運行）に対する意向 

 

 

         ■事前予約制（デマンド運行）に対する意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・普段からバスを利用している人は、路線の存続を望んでいる。 

・地区別では、路線沿線の地区では、路線の存続を望む意見が多くなっている。 

・約３割の人が「路線維持のためならやむを得ない」と回答している。次いで、「不便だから利用し

ない」（23％）が多い。 

気にせず利用する

14%

路線維持のためなら

やむを得ない

33%不便だから利用

しない

23%

わからない

27%

その他

3%
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３－２．新利根地区公共交通に関するアンケート調査 
（実施期間：令和２年度） 

（１）日常の移動について 

 

 

 

  ■普段の移動手段             ■路線バスの利用頻度 

  

（２）公共交通等に求める対策について 

 

 

 

 

 

 

■関東鉄道(株)龍ケ崎市駅線対策について       ■免許返納者への対応  

 

■事前予約制（デマンド運行）に対する意向   

 

 

 

 

 

  

マイカー

81%

バス

2%

家族の送迎

11%
マイカー

自転車・バイク

バス

タクシー

介護タクシー

家族の送迎

家族以外の送迎

その他

無回答
N=1970

国・県の補助金

なしでは廃線

36%

稲敷市全額

負担で存続

12%

新利根小学校

の通学に活用

27%

高校生の通学

に活用

7%

その他

5% 無回答

13%

N=1970

・普段の移動手段として、マイカー移動が中心となっており、次いで、家族の送迎が多くなっている。

バス利用は、２％となっている。 

・約９割の人が路線バスを利用していない。 

・関東鉄道(株)龍ケ崎市駅線対策として、約半数近くの人は通学に活用や市が全額負担など存続を

望んでいる。 

・免許返納者対策として、コミュニティバスの運行に加え、タクシーや福祉事業の充実を求める人

が多い。 

・事前予約制に対する意向として、43％の人が「路線維持のためならやむを得ない」と回答してい

る。また、「不便だから利用しない」（17％）が多い。 

気にせず

利用する

16%

路線維持のためな

らやむを得ない

43%

不便だから

利用しない

17%

わからない

23%

その他

1%

N=427

コミュニティ

バスの運行

26%

タクシー

の充実

17%

福祉事業での

支援の充実

31%

家族や地域

の助け合い

11%

その他

3% 無回答

12%

N=1970

利用しない

88%

週に3日以上

週に1～2回

月に数回

年に数回

利用しない

バスの乗り方が

わからない
無回答

N=1970
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３－３．桜川地区公共交通に関するアンケート調査 
（実施期間：平成 31年度） 

（１）ブルーバスの路線存続に有効な対策について 

 

 

  ■ブルーバスの路線存続に有効な対策（複数回答）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）免許返納者対策について 

 

 

 

■返納後の公共交通利用について     ■免許返納者への対応（複数回答）  

 
 

（３）事前予約制に対する意向について 
 

 
 

■事前予約制（デマンド運行）に対する意向   

 

 

 

  

問題なく

行ける

19%

年齢的

に無理

36%

どちらとも

いえない

39%

無回答

6%

N=955

・ブルーバスの路線存続に有効な対策として、「運行方法見直しによる経費削減」が最も多く、次い

で「小学生の通学に活用」「利用目標を下回った場合、変更・廃止」の順で多い。 

 

・約９割の人が路線バスを利用していない。 

・免許返納後の公共交通利用に対して「年齢的に無理」と回答した人が 36％を占めている。 

・免許返納者への対応として、「公共交通の充実」「介護福祉事業」「家族の送迎」の順に多くなって

いる。 

・事前予約制に対する意向として、44％の人が「路線維持のためならやむを得ない」と回答してい

る。また、「不便だから利用しない」（17％）が多い。 

気にせず

利用する

15%

路線維持のためなら

やむを得ない

44%

不便だから利

用しない

17%

わからない

23%

その他

1%

N=433
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３－４．東地区公共交通に関するアンケート調査 
（実施期間：平成 30年度） 

（１）佐原線の路線存続に有効な対策について 

 

 

  ■佐原線の路線存続に有効な対策（複数回答）              

 

（２）免許返納者対策について 

 

 

 

■返納後の公共交通利用について     ■免許返納者への対応（複数回答）  

 
 

（３）事前予約制に対する意向について 
 

 
 
 
■事前予約制（デマンド運行）に対する意向   

 

 

 

 

 

  

問題なく

行ける

21%

無理

37%

どちらとも

いえない

36%

無回答

6%

N=1471

・佐原線の路線存続に有効な対策として、「運行方法見直しによる経費削減」が最も多く、次いで「運

賃の値上げ」「利用目標を下回った場合、変更・廃止」の順で多い。 

 

・約９割の人が路線バスを利用していない。 

・免許返納後の公共交通利用に対して「年齢的に無理」と回答した人が 37％を占めている。 

・免許返納者への対応として、「福祉送迎サービス」「公共交通の充実」「家族の送迎」の順に多くな

っている。 

・事前予約制に対する意向として、42％の人が「路線維持のためならやむを得ない」と回答してい

る。また、「不便だから利用しない」（15％）が多い。 

Ｎ＝1471 

Ｎ＝1471 

気にせず

利用する

19%

路線維持の

ためならや

むを得ない

42%

不便だから

利用しない

15%

わからない

22%

その他

2%

N=727
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４．市内１５地区の生活不便地域分析 
 

（１）日常生活不便地域の抽出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 27年国勢調査 250ｍメッシュ 

（世帯、年齢別人口） 

【生活利便施設】 

 〇バス停 

 〇商業施設 

 〇医療施設 

 〇金融施設 

 

生活利便施設への徒歩圏域の設定 

各生活利便施設の徒歩圏域図の作成 

日常生活不便地域 

（各施設の徒歩圏域から外れたエリア） 

地区人口 

（生活不便地区人口） 

【評価指標の設定】 

・地区特性 

・公共交通状況 

・住民意識 

・まちづくりの位置づけ 

・スクールバス等 

対応必要地区の選定 

市内１５地区について評価 

優先的対策地区エリアの抽出 

地区別の免許非保有数 

地区別 
免許保有割合 
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（２）市内 15地区における生活不便地域の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ■対象施設 

施設種別 施設 施設数 出典資料 

商業施設 スーパーマーケット 8 ｉタウンページ スーパーマーケット 

 コンビニ 20 ｉタウンページ コンビニ 

医療施設 歯科を除く医療施設 15 稲敷市くらしの便利帳 

金融施設 銀行、郵便局、農協 19 ｉタウンページ 銀行、郵便局、農協 

（同一建物内に２支店がある場合ある

場合には１施設とした） 

 

■各施設のサービス圏の設定 

   ・周辺市の立地適正化計画で、設定されている各施設のサービス圏域をもとに設定 

     〇バス停……バス停から 300ｍ以内 

     〇商業・医療・金融施設……施設から 800ｍ以内 

 

   ■周辺市における各施設のサービス圏域 

 
 

  

自治体名

駅 バス停 スーパー等 コンビニ

都市構造の評価に関するハンド
ブック（国交省都市局）

800 300 800 ── 800 ──

牛久市 800 300 800 ── 800 800

龍ケ崎市 800 300 800 ── 800 800

かすみがうら市 800 300 800 300 ── ──

土浦市 800 300 800 800 800 ──

公共交通

サービス圏域（ｍ）

医療施設 金融施設
商業施設

・生活利便施設（商業施設、医療施設、金融施設）及び公共交通（バス停）の利用不便状況をみ

ると、１５地区のうち、君賀地区では地区内に生活利便施設がなく、バスもしくは自動車で

近隣施設まで行く必要があるところもある。 

・柴崎地区、沼里地区、浮島地区、阿波地区、高田地区などの一部のエリアでは、生活利便施設

及びバス利用圏域から離れたエリアにも人口か集積しており、移動手段がない人にとって不

便となっている。 



29 

 

■生活利便施設のサービス圏域重ね図 
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【参考】バス停の利用圏域（バス停から 300ｍ）   

 
 

【参考】商業施設のサービス圏域（施設から 800ｍ）   
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【参考】医療施設のサービス圏域（施設から 800ｍ）  

 
【参考】金融施設のサービス圏域（施設から 800ｍ）   
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（３）対応必要地区と優先対応エリアの抽出 

①地区評価に用いる評価指標の設定 

 

 

 

    

     ■評価に用いた指標及びランク分け・重み 

  

重み付け 最高点

地区特性 都市区分 1 市街化区域

2 市街化調整区域

高齢者単身世帯数 1 50世帯未満

2 50～100世帯未満

3 100世帯以上

75歳以上人口 1 ～400人未満

2 400～600人未満

3 600人以上

非免許保有者数 1 ～400人未満

2 400～600人未満

3 600人以上

商業施設立地数 1 スーパーあり

2 コンビニのみ

3 施設なし

医療施設立地数 1 施設あり

2 施設なし

金融施設立地数 1 施設あり

2 施設なし

公共交通運行状況 駅への路線バスの有無 1 あり

2 なし

運行本数 1 5本以上

2 5本未満

3 曜日運行

タクシー会社の有無 1 あり

2 隣接する地区に有

3 市外で地区近隣に有

4 なし

生活不便地域の状況 人口密度 1 0.3人/ha未満

2 0.3人/ha以上未満

高齢化率 1 30％未満

2 30～35％未満

3 35％以上

非免許保有者数 1 60人未満

2 60～80人未満

3 80人以上

住民意識 運転の不安状況 1 50％未満

2 50～60％未満

3 60％以上

公共交通拡充意向 1 50％未満

2 50％以上

まちづくりの位置づけ 1 位置づけなし

2 行政拠点地区

3
市街地整備・コンパクト
タウン拠点地区

対応策可能性 スクールバスの運行 1 運行なし

2 運行あり

都市マスにおける拠点
の位置づけ

15

62

2 6

2

2

5

10

2

5

2

1

5 15

5 10

6

20

5 10

2 6

20

1 3

2 6

5 15

評価指標 ランク分け

1 2

2 6

・各地区における日常生活の不便さを評価するにあたり、不便を感じやすい年齢層、施設の立

地、公共交通の状況の観点から、以下の指標を設定した。 

・設定された指標について、15地区の平均を基にランク分け等を行い、各指標が不便さを示

す重みを設定した。 
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②地区評価の結果 

■対応必要地区の選定 

 

 

 

    【評価点合計が高かった地区】 

     〇阿波地区 （評価点合計：118点） 

     〇浮島地区 （評価点合計：106点） 

     〇十余島地区（評価点合計：106点） 

     〇沼里地区 （評価点合計：10４点） 

     〇柴崎地区 （評価点合計：104点） 

 

 

 

  

・市内 15 地区について、各指標について評価した結果、評価点の合計が高い上位５地区

として、以下の地区が選定された。 
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■
地
区
別
評
価
結
果
（
そ
の
１
）
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■
地
区
別
評
価
結
果
（
そ
の
２
）
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■優先的対策地区の選定 

 

 

 

【エリア選定の考え方】 

    ・25人以上の 250ｍメッシュが２つ以上連担し、それらを中心に複数のメッシュが集積

しているエリアを抽出 

 

・選定された５地区の中でも、公共交通としての対策が優先的に求められるエリアを、以

下の考え方に基づき、抽出したエリアを次頁図に示す。 
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■選定された地区において、優先的に対策が求められるエリア 

  

生活不便さの評価が高い地区において

優先的に対策が求められるエリア 

浮島地区 

柴崎地区 

阿波地区 

沼里地区 

十余島地区 
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５．上位・関連計画における公共交通の位置づけ 
 

（１）第２次稲敷市総合計画中期基本計画 

計画期間 

基本構想：平成 29年度～令和 11年度 

中期基本計画：令和２年度～令和５年度 

実施計画：４年間（毎年適宜見直し） 

基本理念 一人ひとりが主役のまちづくり 

将来像 みんなが住みたい素敵なまち 

将来人口 
2029年度の将来人口：約35,000人 

     目標人口：約38,000人 

まちづくり

の基本目標 

●すくすく子育て学びのまちづくり 

●いきいき元気に暮らすまちづくり 

●ゆうゆう安心・安全に暮らすまちづくり 

●わいわい快適に暮らすまちづくり 

●がっちり市民と行政が連携する間地久利 

公共交通に

関する事項 

基本目標：わいわい快適に暮らすまちづくり 

 施策２ 生活を支える道路ネットワークと公共交通の充実 

 〇具体的な取組４：地域内交通の充実 

  ・市内公共交通空白地の解消と併せ、公共交通の利便性向上と利用促進

による持続可能な移動手段の確保 

  ・基幹交通等へのアクセスを補完する交通弱者の移動手段の確保 

  ・利用者にとって快適な乗り継ぎ環境の整備 

 〇具体的な取組５:広域公共交通の充実 

  ・主要な鉄道駅へのアクセスを強化し、周辺市町村と連携し、広域的な

公共交通の維持・拡充 

  ・首都圏及び成田国際空港へのアクセスを強化するための高速バスの運

行の推進。江戸崎ＰＡの利用活用による地域資源を活用した事業の展

開の検討 

  ■目標指標 

目標指標 
現況値 

（2018年） 
将来値 

（2023年） 
民間路線数 

（主要駅に接続する路線） ６本 ６本 

路線バスへの補助率 86.4％ 75.0％ 

タクシー利用券の使用枚数 21,416枚 23,000枚 

タクシー利用券の利用登録者数 1,300人 1,400人 

市内公共交通の利用者数 140,418人 145,000人 
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   ■総合計画における将来都市構造図 

 
 
（２）第２次稲敷市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２年３月策定） 

計画期間 令和２年度～令和５年度 

基本目標 

①稲敷市における安定した雇用を創出します（雇用） 

②稲敷市への新しいひとの流れをつくります（移住定住） 

③稲敷市での結婚・出産・子育ての希望をかなえます（子育て） 

④心豊かな稲敷市での暮らしをプロモーションします（プロモーション） 

公共交通に

関する事項 

基本目標の「④心豊かな稲敷市での暮らしをプロモーションします（プロモーシ

ョン）」において、『広域ネットワークの強化を図り、便利な暮らしを創出しま

す！』が設定され、これを構成する５つの事業等が明確に位置づけられている。 

 

①地域公共交通網形成計画の策定 

・稲敷市が目指すべき地域公共交通の目標像について、地域公共交通網形成計

画を策定するとともに、その実行計画を策定する。 

②首都圏への高速バスの誘致 

・稲敷市と首都圏を結ぶ高速バスの誘致を行い、買い物、食事、テーマパーク

など遊び満載の首都圏への利便性を高める。 

また、高速バスの永続的な運行が行われるよう、バス停設置や利用促進につ

いて、近隣自治体と連携を模索する。 

④広域連携の推進 

・霞ヶ浦南岸地域活性化推進委員会を中心に、霞ヶ浦を活用した広域的な観光

資源ネットワークの整備などを検討する。 

・また、近隣自治体と連携し、公共施設の相互利活用や路線バス等公共交通の

広域連携などを検討する。 
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（３）都市計画マスタープラン（平成 22 年３月策定） 

目標年次 令和 12年（2030年） 

将来像 
人と自然が共存し、産業と調和した豊かなふるさと 

～みんなが住みたい素敵なまち～ 

都市づくり

の目標 

①美しい田園と都市が共存する都市 

②安全で快適な生活環境の向上に向けて、既存の集積効果を生かしたクラス

ター（房状）型都市 

③活力に溢れた産業と交流を育む都市 

④協働による地方自治の時代に対応した戦略的な都市 

⑤自然環境と共存する地域づくり 

公共交通に

関する事項 

【基本目標】 

 ・周辺市町村や首都圏とを結ぶ「基幹交通」及び市内の市街地と市街地、

市街地と集落などを結ぶ「地域間交通」の維持、確保と、市民による積

極的な利用を目指す。 

【基本方針】 

・既存の代替バス及び路線バスの維持と、市民等による利用促進を図る。 

・自家用車を所有していない高齢者等の利便性を確保するための地域公共

交通利用料補助事業等による公共交通に関するセーフティネットの構

築を図る。 

・東京と本市を結ぶ高速バス路線の維持と、市民等による利用促進を図る。 

・民間活力との連携により、デマンドタイプのタクシーや小型バスの運行

など、地域内補完交通の整備と市民や来訪者による利用促進を図る。 

・首都圏等と本市を結ぶＪＲ常磐線牛久駅や荒川沖駅等及びＪＲ成田線滑

河駅や下総神崎駅、大戸駅、佐原駅等とを結ぶ公共交通の維持・確保を

図るために、関係機関との連携を強化する。 
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（４）第２次地域福祉計画（平成３１年３月策定） 

計画期間 令和元年度～令和５年度 

基本理念 安心して暮らせる やさしいまち 稲敷 

基本目標 

基本目標１ 地域で困っている人を見逃さない地域づくり 

基本目標２ 困りごとを必ず解決できる地域づくり 

基本目標３ サービスの切れ目と隙間のない地域づくり 

基本目標４ だれもが安心して暮らせる地域づくり 

公共交通に

関する事項 

（基本目標） 

■基本目標４ だれもが安心して暮らせる地域づくり 

 （３）だれもが暮らしやすい地域をつくろう 

【基本方針】 

高齢者や障がい者等が気軽に外出できるよう、移動手段の確保・改

善に努めるとともに、外出後も不自由がないように、公共施設のバ

リアフリー化など改修を促進します。 

■各主体の取組み 

主体 取組みの内容 

市民 ・日常生活における路線バスやコミュニティバス等の上

手な利用 

・近所で困っている人がいたら、お互い助け合いながら

行動するよう心がける。 

地域・団体 ・福祉有償運送の制度ＰＲや利用者の拡大 

・活動時になるべく公共交通機関を利用するなど、バス

路線の維持への協力 

行政 ・民間路線バスの維持継続 

・市民が利用しやすいバス交通体系の確立 

・より細かなニーズに対応するため、地域交通利用券の

活用を図る。 

・公共施設のバリアフリー化 

・多くの人が集まる民間施設等のバリアフリー化の促進 
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（５）成田空港機能拡張（成田空港発着回数増便に伴う施設拡張） 

成田空港が目

指す空港像 

 

拡張による 

経済波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

空港の将来像

を支え、効果

を享受する地

域の将来像 

・機能強化には、設備整備に加え、空港内だけでも約３万人の人材確保

が必要。 

・関連産業でも雇用確保が重要であり、空港外の雇用も含めると、機能

強化の経済波及効果（約１兆円）により、雇用が空港内外で約６.４万

人増加。（周辺９市町で増加分の約 60％の雇用を見込む） 

 

  ※資料：成田空港周辺の地域づくりに関する「実施プラン」（R2.3、成田空港に関する四者協議会） 

（※四者：国土交通省（航空局）、千葉県、成田空港周辺 9 市町、成田国際空港株式会社） 
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６．稲敷市地域公共交通網形成計画の検証 
 

 

 

   

 ■地域公共交通形成計画に位置付けられた実施事業の実施状況 

位置付けられた実施事業 目標値 事業の進捗及び目標達成状況 

(1)交通結節点の整備 交通結節点の整備済み

箇所 ０箇所→２箇所 

・交通結節点として５ヶ所が位置付けら

れ、新たに「稲敷バスターミナル」が整

備されている。 

(2)都市間交通の整備 高速バス路線の拡充 

１路線→２路線 

・新規路線の開設、既存路線の市内経由等

は実施されていない。 

・路線数は、計画策定時と同じ 

×目標値未達成（１路線→１路線） 

(3)広域交通へのアクセス

整備 

周辺鉄道駅アクセス路

線の拡充 

 ３路線→４路線 

・H29に、新規に稲敷広域バスが３路線開

設され、そのうち１路線が継続運行さ

れている。 

○目標値を達成（３路線→５路線） 

(4)地区内・地区間交通の

整備 

一般のバス利用者数 

６万人→７万人（年間） 

・令和３年４月に再編 

(5)公共交通空白地域への

公共交通運行方法の検

討 

公共交通に対する満足

度向上 

・公共交通空白地域改善のため、R2.4.1

からあずまコミュニティバスを運行 

・会員制バス、施設送迎バスとの連携は、

実施できていない。 

(6)様々な運賃制度の検討 各種運賃制度の導入 ・路線バス通学定期券補助制度を創設 

(7)公共交通に対する啓発

活動 

公共交通に対する啓発

活動実施 

・路線バス利用促進企画として、龍ケ崎

市にある温泉施設「湯舞音 龍ケ崎

店」への路線バスで行く日帰り温泉ツ

アーを開催 

(8)情報提供の拡充 

 

ＨＰ更新、車内での情報

提供 

・時刻表パンフレットの配布実施済み 

・市ホームページでも、時刻表公表済み 

・市内路線バスについて、「標準的なバス

情報フォーマット（GTFS-JP）で公表し、

Google マップはじめ乗り換え検索サー

ビスで利用できるようにした。 

(9)交通系 ICカードの導入 一部車両で導入実験実

施 

・関東鉄道(株)、ジェイアールバス関東

(株)で導入済み 

(10)サイクル＆バスライ

ドの拡充 

駐輪場整備の促進 ・東支所の駐車場内に駐輪場を整備 

 

(11)バス運行サービス水

準の向上 

公共交通に対する満足

度向上 
 

  

・平成 28年に策定された「稲敷市地域公共交通網形成計画」において、計画期間内（H28～H37）

の実施事業として、11の事業と各事業に対する目標値が設定されている。 

・11事業の進捗状況及び目標達成状況は、下表のとおりである。 
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７．公共交通に関わる課題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【公共交通を取り巻く現状】 

○人口減少・少子高齢化 

○運転免許保有者総数の減少、免許返納者の増加、一方で高齢者の保有者数は増加 

○市内に鉄道がなく、市外移動が不便、とくに市東側 

○広域連携バスの一部路線廃止に伴う市外移動への影響 

○学校統廃合に伴うスクールバス化による路線バス利用者の減少 

○タクシー事業者廃業に伴う交通利用券事業の継続性 

○新型コロナウイルス感染症の影響による公共交通の利用減少、民間送迎（パルナ）の廃止 

○地域公共交通網計画（H28～H37）における 11の実施事業のうち、事業が進んでいな

い事業が一部ある 

  

公共交通に関わる課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共交通ネットワークに関わる課題 

○周辺鉄道駅にアクセスする基幹路線の再

編・維持・確保 

○クラスター型都市を支える地域間拠点を

結ぶ公共交通軸の強化 

○スクールバス運行による路線バス利用者

減少への対応 

○市域外や東京方面・成田空港方面等の広

域移動への対応と近隣自治体との相互連

携強化 

 

■空白地域に関わる課題 

○生活不便地域の解消 

○移動手段を持たない高齢者の移動手段

の確保 

○タクシー事業廃業に伴うタクシー空白

地域の改善 

 
■持続可能な公共交通に関わる課題 

○適正な自動車利用による公共交通への

転換 

○地域ニーズの異なる地域及び多様な主

体の取組みによる持続可能な交通シス

テムの検討 

○新技術を活用した公共交通の検討 

○関係者との適正な役割分担による行政

負担の抑制 

■開発等により公共交通に求められる課題 

○成田空港機能強化に伴う通勤需要及びま

ちづくりにおける拠点整備による交流人

口の拡大等への対応 

上位計画による将来都市構造 

既存の集積効果を生かしたクラスター型都市

構造 

上位計画における公共交通の位置づけ 

○公共交通（地域内交通、広域公共交通）の

充実 

○近隣自治体と連携した公共交通の広域連携 

○高齢者や障がい者等の移動手段確保、バリ

アフリー化 

 

公共交通に関わる社会情勢の変化 

○地域公共交通活性化再生法の改正 

○交通技術の進展 

○新型コロナウイルスによるニューノーマル 

○バス、タクシーの運転手不足 

○圏央道延伸、成田空港機能拡張、まちづく

りにおける拠点整備 

 

 

地域住民アンケートからみた 

移動ニーズ 

○路線バスの存続を求める意見

は多い 

○免許返納後、公共交通利用が

無理となる人が約 3 割 

〇予約制運行（デマンド運行）

となった場合、利用しない人

が約 2割 
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８．地域公共交通の方向性 

８－１．基本方針 
 地域公共交通の課題に対応するため、稲敷市における地域公共交通計画の基本方針を、以下の

ように設定する。 

 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

利用促進による潜在需要の掘り起こし 

【基本理念】 

人口減少・高齢化が進展する中でもキラッと光る持続可能な交通サービスの提供 

地域公共交通ネットワークの形成 まちづくり事業との連携 

①地域の実情に即した公共交通サービスの実現 
・地域で異なる移動ニーズに対応した交通
サービスの検討 

・通学に対応したダイヤ見直し 
・タクシーの柔軟な運行形態 
・地域住民との協働による持続可能性のあ
る交通手段の検討 

・地域輸送資源の活用 

①将来都市構造を支える事業との連携 
・拠点を結ぶ戦略的な地域公共交通
の維持・再編と乗換機能の強化 

②まちづくりとの連携 
・まちづくりにおける拠点整備や成
田空港拡張等を見据えた公共交通
ネットワーク 

②広域移動の利便性向上 
・市外の鉄道駅、医療施設への移動に配慮し
た生活交通の確保 

・地域間路線バスを確保維持するためのフ
ィーダー交通の再編 

・東京方面への移動の利便性向上のため、既
存の高速バスの利用環境の充実 

③地域活性化事業・福祉事業との連携 
・商業活性化との連携 
・観光振興との連携 
・福祉施策との連携 

④公共交通を活用した貨客混載など 
・地域活性化と収益確保のための新
しい施策検討 

・路線バス・高速バスの荷室等の活用 

①交通結節点の利便性向上 
・交通結節点の乗り換え・待合環境の向上 

計画目標を達成するための進行管理・評価体制の強化 

①継続的な進行管理・目標達成評価 
・地域公共交通活性化協議会による毎年
度のPDCAサイクルの実施 

②支援策に対する財源確保と公的負担減 
・持続可能性を考慮した公共交通や移動
支援施策に対する適正な財源確保と公
的負担の軽減 

基 本 方 針 

②利用促進による潜在需要の掘り起こし 
・利用者目線の情報提供及び公共交通への
関心の醸成と市民との協働による利用促
進施策の展開 
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８－２．公共交通機関の役割と機能分担 

稲敷市における公共交通ネットワークの方向性は、既存の公共交通網を有効に活用し、広域交

通、基幹路線、地域間路線、地域内々交通、及び補完交通の５段階に機能分担を図るとともに、

交通結節点としては、稲敷バスターミナル、公共施設、商業施設等を位置づける。 

既存公共交通ネットワークを基本としながら、公共交通機関相互の接続・連携により、地域住

民の生活交通、更に来訪者の二次交通としても機能させ、利便性向上と効率的な運行を目指す。 

 

■稲敷市における地域公共交通システムの機能分担 

機能分類 役割分担 対応する交通システム 

広域交通 

 

〇東京方面への広域移動に対応する交通 高速バス 

 

基幹路線 

通勤シャトル 

〇土浦市、牛久市、龍ケ崎市方面等を結び、

稲敷市の骨格となる路線 

〇通勤・通学、通院、買物、観光など多様

な目的に対応 

民間バス路線 

（ジェイアールバス関東(株)、 

関東鉄道(株)） 

稲敷エリア広域バス 

新たな交通システム 

（通勤シャトルバス） 

地域間路線 〇市内の生活路線で、高速バスや基幹路線

となるバス路線の末端部や市街地エリ

アにおける移動を支える移動手段 

市内路線バス 

（桜東バス、ブルーバス） 

 

地域内々交通 〇市内の生活路線で、地区内の移動を支え

る移動手段 

コミュニティバス 

（西地区ルート、上君山ルート、

あずまコミュニティバス） 

補完交通 〇上記の交通システムを補完し、主に高齢

者・交通弱者のために少量個別輸送を担

う移動手段 

タクシー（地域公共交通利用券） 

福祉タクシー、スクールバス、 

民間施設送迎サービス、 等 

交通結節点 〇交通システムの連携拠点で、接続の利便

性向上や待合環境の整備、乗り継ぎ情報

の提供等の機能強化を図るべき拠点 

市役所、江戸崎、古渡、幸田車庫、

東支所、パルナ、角崎、浦向 

 

  

需要密度 

 

基幹路線 

広域交通 輸
送
力 

補完交通 

高速バス 

 

 
民間路線バス 

稲敷エリア広域バス 
新たな交通システム 
（通勤シャトルバス） 

地域内々交通 

地域間路線 

コミュニティバス 

タクシー 

福祉タクシー、スクールバス 

民間施設送迎外サービス 

市内路線バス 
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■公共交通ネットワークイメージ 
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８－３．計画目標と評価指標 
（１）計画目標と取組み事業の設定 

４つの基本方針を実現するために達成すべき計画目標、及び目標を達成するために実施する

事業は下記のとおりとする。 

 

基本方針、計画目標 事業 

基本方針１ 地域公共交通ネットワークの形成 

 計画目標１ 

市外への移動を支える交通軸の維持 
事業１  市外への民間路線バスの維持 

計画目標２ 

地域の実情に即した利用者の視点に

立った生活交通ネットワークの形成 

事業２  市内路線・コミュニティバスの再編 

事業 3  タクシーによる市内移動対策 
（タクシーの営業区域外運送の適用） 

事業４  地域公共交通券の運用方法の見直し 

事業５  地域住民との協働による持続可能性のあ
る交通手段の導入 

  事業６  多様な地域輸送資源の活用 

基本方針２ 利用促進策の実施による潜在需要の掘り起こし 

 計画目標３ 

交通拠点の利便性向上 

事業７  交通拠点における利用しやすい環境づく

り 

計画目標４ 

利用者の視点に立った情報提供 

事業 8  分かりやすい公共交通マップの提供 

事業９  ネット環境を活用した情報提供 

計画目標５ 

利用促進策の推進 

事業 10 意識啓発や醸成を促す利用促進活動（モビ
リティ・マネジメント）の展開 

基本方針３ まちづくり事業との連携 

 計画目標６ 

公共交通を活用した地域活性化 

事業 11 拠点地区の整備進捗状況との連携推進 

事業 12 公共交通を利用した買物の付加価値の付
与等、商業施設との連携推進 

事業 13 観光施策との連携推進 

 事業 14 福祉部局との連携推進 

 事業 15 駅・空港等へのシャトルバス導入 

 事業 16 路線バス・高速バスを活用した貨客混載
事業 

基本方針４ 計画目標を達成するための進行管理・評価体制の強化 

 計画目標７ 

法定協議会のガバナンス強化 

事業 17  
稲敷市地域公共交通活性化協議による毎年度の
ＰＤＣＡサイクルによる進行管理および目標達
成評価の実施 

事業 18  
持続可能性を考慮した公共交通や移動支援施策
に対する適正な財源確保と行政負担の軽減 
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（２）評価指標と目標値 

 

評価指標 指標の定義 現況値（R2） 目標値（R8） 

基本方針１ 地域公共交通ネットワークの形成 

 公共交通利用者数 
稲敷エリア広域バスの利用者数 702人／月 現状維持 

 市内路線バスの年間利用者数 
（ジェイアールバス関東(株)、関東
鉄道(株)除く） 

73,111人 

現状維持 

 

 
コミュニティバスの年間利用者数 17,727人 

 
地域交通利用券の年間使用回数 15,376回 

 公共交通収支率 
稲敷エリア広域バスの年間収支率 15.9％ 20％ 

 市内路線バスの年間収支率 
（ジェイアールバス関東(株)、関東

鉄道(株)除く） 
13.4％ 15％ 

 
コミュニティバスの年間収支率 18.6％ 20％ 

 財政負担額 年間合計財政負担額 105,267千円 １割削減 

基本方針２ 利用促進策の実施による潜在需要の掘り起こし 

 
市民意識啓発事業

件数 
市民意識啓発事業の実施回数 なし ２回/年 

 交通結節点の機能

強化 

バス待ち環境整備等、交通結節点整

備箇所 
１ヶ所 ５ヶ所 

基本方針３ まちづくり事業との連携 

 
他分野との連携事

業の実施件数 
連携事業実施数 なし ３事業 
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９．目標達成のために実施する事業 
 

事業１ 市外への民間路線バスの維持 

事業概要 

・民間路線バスや稲敷エリア広域バスは、稲敷市における地域間交通として、通勤・

通学利用者を中心とした利用のほか、市外からの来訪者の利用も期待できること

から、路線沿線自治体（龍ケ崎市、牛久市、土浦市）と連携し、利用実態や市民移

動ニーズ等を考慮しながら、市外の鉄道駅への接続を強化する。 

 
■実施内容 

〇民間路線バス（ジェイアールバス関東(株)、関東鉄道(株)）の維持 

〇稲敷エリア広域バスについては、地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィー

ダー系統確保維持費国庫補助金）を活用し、安定的な維持を目指す 

実施主体 稲敷市、バス事業者、沿線自治体 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

民間路線バスの維持      

 
 

 

事業２ 市内路線・コミュニティバスの再編 

事業概要 

・市内の移動を担っている市内路線やコミュニティバスについて、利用実態や市民

移動ニーズ等を考慮しながら、運行ダイヤ・ルートの見直しを行う。さらに利用実

態の検証・評価を行いながら随時見直しを行う。 

  ●運行計画の見直しの視点（案） 

○通学利用に対応したダイヤ設定 

○買い物・通院に配慮したダイヤの調整 

○潜在需要が見込まれるエリアへのルート見直し 

 
■実施内容 

○市内路線・コミュニティバスの再編、検証 

○浮島線（ブルーバス）、新利根・神崎線（桜東バス）、あずまコミュニティバス（稲

敷市）については、地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィーダー系統確保

維持費国庫補助金）を活用し、安定的な維持を目指す 

 

実施主体 稲敷市、バス事業者 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

市内路線・コミュニティバスの

再編、検証 
     

  

路線の維持 

実施（随時見直し） 



51 

 

事業３ タクシーによる市内移動対策 （タクシーの営業区域外運送の適用） 

事業概要 

・市東部にはタクシー事業者がなく、タクシーによる市内移動をする場合、市西部の

タクシーを利用することになる。しかし、距離が遠く、保有する車両も少ないこと

から利用できない場合もある。 

・一方、市東部の近傍にある行方市（鹿行交通圏）、千葉県香取市・神崎町（北総交

通圏）のタクシー事業者があるが、現在、これらの事業者は稲敷市内移動の運送が

できない。 

・そのため、道路運送法第 20 条第２号による「営業区域外の運送」の適用につい

て、稲敷市地域公共交通活性化協議会に諮り、市東部におけるタクシーの市内移動

の利便性を確保する。 

 
■実施事業内容 

〇タクシーの営業区域外運送の適用（道路運送法第 20条第２号の適用） 

 

【参考】道路運送法第 20条第２号によるタクシーの営業区域外運送の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 稲敷市、タクシー事業者 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

タクシーの営業区域外運送の適

用 
     

 

  

国土交通省資料 

検討・調整・運用開始 
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事業４ 地域交通利用券の運用方法の見直し 

事業概要 

・現在、自動車が利用できない市民のために、路線バス・コミュニティバスの補完と

して「地域交通利用券（タクシー券）」のタクシー助成を実施している。 

・地域交通利用券の運用において課題となっている市内移動に対応できるタクシー

事業者不足については、事業３が実施されれば、地域交通利用券を活用したタクシ

ー利用の利便性は向上する。 

・一方、他都市においては、タクシーを有効に活用して移動手段を確保するために、

タクシー補助や一括定額運賃の導入・検討している自治体もある。 

・稲敷市においても、他市の動向を踏まえ、より便利・運用しやすいように、制度の

見直しを行う。 

 
■実施内容 

〇地域交通利用券の運用方法の見直し 

 

【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

実施主体 稲敷市、タクシー事業者 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

運用方法の見直し      

  

検討・調整・運用開始 

●水戸市 1000 円タクシー 

（R2 本格運用） 

郊外部において、タクシー閑散時間帯

について、1,000 円で利用できるよ

うにした。 

●佐野市 高齢者福祉タクシー運賃助成事業

1000 円タクシー 
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事業５ 地域住民との協働による持続可能性のある交通手段の導入 

事業概要 

（１）地域住民との意見交換会の開催 

・市内における生活不便地域のうち、公共交通による対策が優先と想定される地

区を中心に、地域住民との意見交換を実施し、地域における移動の課題を住民

と共有し、地域に合った交通手段のあり方を協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域主体の交通システムの検討、導入 

①検討するための地域組織の体制づくり 

・本来の担い手である交通事業者の乗務員の確保問題および市財政上の制約

等により、バスやタクシー事業者による新たな乗合輸送サービスの提供が厳

しい状況となっているため、地域の共助による自家用有償運送事業等の検討

に向けて、地域住民が主体的に協議する体制づくりを推進する。 

 

■地域が主体となる地域交通実現の取組みイメージ 

     【現状】               【地域主体】 

 

 

 

 

 

 

 

②地域交通支援の取組み手順の検討 

・地域主体による新たな公共交通システムの導入については、市民の意識の醸

成と主体的な役割分担が重要であり、行政の支援内容や検討の手順について

わかりやすくとりまとめる。 

・全てのエリアを一度に対応することは困難なため、優先的エリアをモデル

として取組み、次に展開できるよう公共交通導入のステップごとに『進め

方・考え方』を明らかにする。 

 

移動に関する課題の把握 

地域に合った交通手段のあり方 

地域主体の交通システムの導入 

稲敷市 

稲敷市 

地域の現状把握 
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■新たな移動手段の導入を検討するための手順イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実施内容 

○地域住民との意見交換会の開催 

○地域主体の交通システムの検討、導入 

 

実施主体 稲敷市、地域住民、交通事業者 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

地域住民との意見交換会の開催      

地域主体の交通システムの 

検討、導入 
     

 

  

検討・調整・運用開始 

意見交換会の開催 

●川崎市地域交通の手引き ●川崎市麻生区コミュニティバス協議会の
取組み事例 

○サポーター登録制度として年間 

7,200 円を支払うと 1 回の乗車に

つき 50 円の割引 

○地域内の商業施

設・信金・病院等が

地域貢献として協

賛金を提供 

稲敷市が支援 

●町田市自家用有償旅客運送として 

グリーンスローモビリティを導入 
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事業６ 多様な地域輸送資源の活用 

事業概要 

・稲敷市の特徴として多くのゴルフ場の立地がある。一部のゴルフ場ではゴルフ場

～駅間の送迎サービスがあるが、送迎客は片利用のため、回送時に市民の移動に活

用することが考えられる。 

・このように、路線バスでカバーできない需要について、ゴルフ場・医療等の民間施

設の無料送迎車両・スクールバスなど、あらゆる地域の輸送資源と連携し、近くのバ

ス停・駅や施設までの交通手段として活用を検討する。 
 
■実施内容 

○多様な地域輸送資源の活用検討 

実施主体 稲敷市、地元関連団体 

実施時期 
実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

多様な地域輸送資源の活用検討      

 

事業７ 交通結節点における利用しやすい環境づくり 

事業概要 

・複数の路線が集まる交通結節点において、交通モード間の接続の機能強化や待合

環境の整備等、利便性向上策を進めていく。 
 

■実施内容 

○バス待合環境の整備（ベンチ、上屋の整備） 

○運行情報・乗り換え情報などの情報発信等の施策の実施 

■他都市の取組み事例 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

実施主体 稲敷市、バス事業者、商業施設等の集客施設 

実施時期 
実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

交通結節点の環境整備      

  

●富士市役所：庁舎総合案内前に設

置されたバス接近表示装置 

●横浜市：コンビニエンスストアと連携した待

合スペース（タブレット型バス接近表示機を

設置し、バスの運行状況を提供している） 

 

●八戸市：店舗の風除室を活用した待合環境（風除室にベンチを設置） 

順次整備 検討・調整 

検討・調整・順次実施 
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事業８ 分かりやすい公共交通マップの提供 

事業概要 

・現在発行している稲敷市公共交通マップについて、運行ルート・バス停の変更等の

変更が発生した場合には、ホームページや市広報等を活用し周知するとともに、定

期的に公共交通マップを更新し、配布する。 

・さらに、ＱＲコードを添付することにより、マップから利用したいバスの運行状況

が確認できるなど、マップの活用の幅を広げる工夫を検討する。 

 

■実施内容 

○公共交通マップの作成・配布 

○マップを用いた活用方法の検討 

 

■現在の市内バスマップ 

 

 

実施主体 稲敷市 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

公共交通マップの作成      

マップを用いた活用方法の検討      

 

  

作成・配布 

検討・順次実施 
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事業９ ネット環境を活用した情報提供 

事業概要 

・市内を運行するバス路線の運行情報について作成したＧＴＦＳデータについて、

データの更新を継続的に実施する。 

・民間の公共交通機関検索ソフトによる市内バスを含めた経路検索が可能となって

いることを周知するとともに、さらに利用者ニーズとネット環境のマッチングを

考慮した市民が利用しやすい情報提供手段を検討する。 

 

■実施内容 

○ＧＴＦＳデータの定期的な更新 

○利用しやすい情報提供手段の検討 

 

■他市における情報提供事例（岐阜県中津川市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 稲敷市 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

ＧＴＦＳデータの定期的な更新      

情報提供手段の検討      

 

  

検討・調整・運用開始 

定期的な更新 
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事業 10 意識啓発や醸成を促す利用促進活動（モビリティ・マネジメント）の展開 

事業概要 

・市民に公共交通の意義と必要性を理解してもらい、身近な移動手段として認識し

てもらうため、公共交通の実情に関する情報提供や市民も参画できるような各種

啓発活動を実施する。 

【啓発活動例】 

〇バス乗り方教室 

○広報やホームページを活用した公共交通利用啓発 

〇各種会合での出前講座 

〇買物・通院等に公共交通を利用する外出モデルプラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

実施主体 稲敷市、交通事業者、市民 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

利用促進活動      

 

  

■広報を活用した公共交通利用啓発   

         （千葉県君津市）  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

■公共交通の勉強会（埼玉県日高市）         
 ・60 歳以上を対象とする「ゆうゆう

カレッジ」の１つのテーマとして、

公共交通勉強会を開催し、公共交通

への理解を深めています。 

 

■高齢者を対象としたモビリティ・

マネジメントのチラシ（釧路市） 

定期的に実施 
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事業 11 拠点地区の整備進捗状況との連携推進 

事業概要 

・拠点形成を支える公共交通ネットワークを形成するために、各拠点整備に併せて、

再編を検討し、通勤や観光による利用促進が図れるような施策を進めていく。 

 

■実施事業内容 

○拠点形成との連携推進 

・工業団地、観光施設等への 

アクセス強化・確保 

実施主体 稲敷市 

実施時期 
実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

拠点形成との連携推進      

 
 

事業 12 公共交通を利用した買物の付加価値の付与等、商業施設との連携推進 

事業概要 

・市内の商業施設等と連携を進め、公共交通利用と買物特典等のサービス付与につ

いての施策を検討する。 

 

■実施事業内容 

○稲敷市商工会や商業施設等と連携したサービス付与方策についての検討 
 

■商業施設との連携事例 

      

 

実施主体 稲敷市、稲敷市商工会、商業施設等 

実施時期 
実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

商業施設等との連携推進      

  

●小山市 連携定期券 

コミュニティバスの定期券を提示する

ことで、Ｃｌｕｂおーラジ加盟店での

提示で加盟店それぞれの特典を受ける

ことができる。 

●松本市 西部地域コミュニティバス 
「特典ポイントカードサービス」 

コミュニティバスを１回利用するご
とに、ポイントカードに１個スタンプ
を押印し、貯めていただいたポイント
カードの枚数により協力店舗等から
特典サービスが受けられる。 

検討・調整・順次実施

催 

検討・調整・順次実施

催 
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事業 13 観光施策との連携推進 

事業概要 

・稲敷市観光協会や市内観光施設と連携し、来訪者の受け皿づくりとしての公共交

通の活用について情報共有を進めていく。 

 

■実施内容 

○稲敷市観光協会や観光施設等と連携した 

観光交流を活発にするための公共交通の 

活用検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 稲敷市、稲敷市観光協会、観光施設 等 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

観光施設・観光施策との連携推

進 
     

 

 

事業 14 福祉部局との連携推進 

事業概要 

・福祉部局や社会福祉法人等の福祉団体と連携し、福祉輸送との機能分担を進め、効

率的な移動支援に向けた連携を推進する。 

 

■実施内容 

●福祉施策との棲み分け・機能分担の協議・連携 

・福祉有償運送事業や民間の福祉輸送サービス等との連携を図り、公共交通との

棲み分けや機能分担等の検討 

 

実施主体 稲敷市、稲敷市社会福祉協議会 等 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

福祉施策との棲み分け・機能分

担の協議・連携 
     

 

  

協議・検討・実施 

検討・調整・順次実施 

■稲敷市における連携例 

令和元年度に路線バスで行く日

帰り温泉ツアーを実施 
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事業 15 駅・空港等へのシャトルバス導入 

事業概要 

・成田空港の機能拡張に伴い、周辺自治体での雇用が約３．２～４．７万人見込まれ

ている。今後の稲敷市における定住人口促進に向けて期待されるところである。 

・そのため、定住を促進するために、高速道路の立地を生かし、成田空港等への通勤

シャトルバスの運行の可能性を検討・協議し，高速バス路線の新設などを要望して

いく。 

 

■実施内容 

○成田空港や主要鉄道駅への通勤シャ

トルバスの運行に向けた検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 稲敷市、バス事業者 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

成田空港や主要鉄道への通勤シ

ャトルバスの運行に向けた検討 
     

 
 

事業 1６ 路線バス・高速バスを活用した貨客混載事業 

事業概要 

・市内で生産された農産物等を路線バスや高速バスを活用して、最寄りの道の駅こ

うさきや東京駅周辺の販売店舗へ輸送する事業の可能性を検証し、本格実施を目

指す。 

【バスを活用した貨客混載により期待される効果】 

・路線バスの新たな収入源を生み出す 

・事故等のリスクも含めた輸送に係る負担の軽減 

・稲敷市のＰＲや農産物生産者の支援への貢献 

 

■実施事業内容 

○貨客混載事業の実施 

実施主体 稲敷市、バス事業者 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

貨客混載事業の実施      

  

検討・調整 

検討・調整 実証実験 実施 

検討・調整・運用開始 

成田空港 

稲敷市 
通勤シャトルバス 
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事業 1７ 稲敷市地域公共交通活性化協議会による毎年度のＰＤＣＡサイクル 

事業概要 

・計画の達成状況に関する評価は、稲敷市地域公共交通活性化協議会がＰＤＣＡサ

イクルに基づき指標の目標値や事業の進捗状況を定期的に評価し、進行管理する

ものとします。また、地域の状況や社会情勢が変化した場合においては計画の見直

しも視野におく。 

 

■実施事業内容 

・稲敷市地域公共交通活性化協議会は、原則年２回定期開催を行い、以下の内容

について協議の実施 

1）目標値の結果検証及び事業実施内容の評価 

2）事業の見直しを含めた次年度事業計画の検討など 

 

実施主体 稲敷市、稲敷市地域公共交通活性化協議会 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

稲敷市地域公共交通活性化協議

会の開催 
     

 

 

事業 1８ 
持続可能性を考慮した公共交通や移動支援施策に対する適正な財源確保と行

政負担の軽減 

事業概要 

・公共交通や移動支援施策に係る行政負担と、市民サービスの向上とのバランスを

評価し、持続可能性の高い公共交通施策や移動支援施策について検討を続ける。 

 

■実施事業内容 

○庁内関連部局と連携した行政負担額の限度額内において、実施できる交通施策

についての継続的な検討 

 

実施主体 稲敷市 

実施時期 

実施内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

実施可能な交通施策の検討      

 

  

協議会開催 

検討 
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10．計画の達成状況の評価 

10－１．計画推進状況の評価体制 

 行政からの財政負担に制約がある中で、持続可能で利便性の高い公共交通システムの確保・維持

を図るためには、交通事業者の自助努力や公的資金の投入だけでなく、地域住民自らが公共交通を

「みんなで創り、守り、育てる」という意識をもって関わっていくことが重要になる。 

 稲敷市ならではの「地域が自らデザインする地域の交通」を実現するためには、地域の多様な主

体との協働・連携を図りながら、次のような役割分担のもと、各事業に取り組むための体制づくり

を推進していく。 

 

     ■本計画推進のための住民・事業者・行政による協働・連携体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

交通事業者 

・安全で快適なサービスの提供 

・利用促進に向けた取組 

・市の実施事業への協力 

稲敷市地域公共交通活性化協議会 

 

・ＰＤＣＡサイクルによる事業進捗の評価 

・公共交通の現状把握・評価、課題等の検証 

・公共交通の運行方針、ルート、ダイヤ等の調整 

・利用促進に向けた取組 

国・県 警察 道路管理者 

交通事業者 住民・利用者代表 

運行サービスの提供 

利用、理解・協力 

意見 

提案 
 

利
用
促
進
・
意
識
啓
発
の
た
め
の 

情
報
発
信
・
各
種
事
業
の
実
施 

 

要
望
意
見
や
イ
ベ
ン
ト
等
へ
の
参
加 

報告 

提案 

各
種
事
業
の
実
施 

運
行
等
に
係
る
財
政
支
援 

提案 
調整 

稲敷市 

・市民ニーズの把握、検証 

・公共交通の利用促進ＰＲ、その他関係情報の

発信 

・一定範囲内での財政支援（補助金等） 

 

地域住民 

・公共交通に対する理解 

・公共交通の利用 

・イベントや会議等への参加 
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10－２．評価・検証に向けたＰＤＣＡサイクル 

 「稲敷市地域公共交通計画」の推進にあたっては、公共交通を取り巻く環境（稲敷市の人口減少

動向や、IOT 技術の進展による交通システムの技術革新動向等）の大きな変化をあらかじめ織り込

むことが肝要である。それを踏まえ本計画に記載した事業等の評価・検証を綿密かつ継続的に行い、

必要に応じて見直しを図る必要がある。 

 評価・検証については、「ＰＤＣＡサイクル」の仕組みにより進行管理を実施し、目標達成の状況

把握や事業の見直し・改善を行う。 

 

 

■評価・検証に向けたＰＤＣＡサイクル 

 

 

■ＰＤＣＡサイクルの概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Plan：計画

稲敷市地域公共交通計画・
見直し

Do：実施

計画に基づく事業の実施

Check：評価

事業実施状況や取組みに
よる目標達成状況を評

価・検証

Action：改善

取組みの評価の結果に

応じて、改善策を検討

稲敷市 
地域公共交通 
活性化協議会 

計画策定 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 次期計画 

P 

D 

C 

A 

P 

D 

C 

A 

P 

D 

C 

A 

P 

D 

C 

A 

P 

D 

C 

A P 

Ｄ C 

A 
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10－３．評価方法及びスケジュール 

 計画最終年度（令和８年度）においては、毎年実施する事業者からの情報提供による利用実績や

地域住民の公共交通に関する満足度・移動行動等についての各種アンケート調査を踏まえ、計画全

体及び公共交通体系について、評価指標・目標値の達成状況の評価を行い、実施施策の見直し及び

新たな施策を追加し、次年度に計画の改訂を行う。 

 なお、事業による効果を評価するために、必要に応じて計画期間の中間年度に当たる令和６年度

に計画全体及び公共交通体系の評価を行うものとする。 

 また、公共交通機関の利用状況及び計画に定めた事業の実施結果に関する評価については、年度

ごとに実施していく。 

 

 

■評価スケジュール 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

①地域公共交通活性化協議会の開催 ● ● ● ● ● 

②公共交通利用者数の把握 ● ● ● ● ● 

③住民アンケート調査   ○  ● 

④公共交通利用者アンケート調査   ○  ● 

⑤実施事業の評価 ● ● ● ● ● 

⑥計画の評価 

（評価指標・目標値の評価） 
  ○  ● 

⑦公共交通体系の評価   ○  ● 

⑧公共交通体系の見直し ○ ○ ○ ○ ● 

●実施  ○必要に応じて実施 
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参考資料：法定協議会（稲敷市地域公共交通活性化協議会）について 

（１） 稲敷市地域公共交通活性化協議会規約 

 

（設置） 

第１条 稲敷市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）は、道路運送法（昭和２６年法律第１８４号）の

規定に基づき、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進を図

り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議するため、並びに、地域公共交通の活性化及び再

生に関する法律（平成１９年法律第５９号）第６条第１項の規定に基づき、地域公共交通計画の作成及び実施に関する

協議を行うために設置する。 

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を茨城県稲敷市犬塚１５７０番地１に置く。 

（協議事項等） 

第３条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる協議及び業務を行う。 

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等に関すること。 

（２）市町村運営有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関すること。 

（３）地域公共交通計画の策定及び変更に関すること。 

（４）地域公共交通計画に位置付けられた事業の実施に関すること。 

（５）前各号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要なこと。 

（組織） 

第４条 協議会は、次に掲げる者を委員とし組織する。 

（１）学識経験者 

（２）市民又は利用者の代表者 

（３）一般乗合旅客自動車運送事業者 

（４）一般乗用旅客自動車運送事業者 

（５）一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体 

（６）茨城運輸支局 

（７）茨城県政策企画部交通政策課 

（８）茨城県竜ケ崎工事事務所 

（９）稲敷警察署 

（１０）稲敷市長又はその指名する市の職員 

（１１）前各号に掲げる者のほか、協議会が必要と認める者 

（役員） 

第５条 協議会に次に掲げる役員を置き、その定数は、当該各号の定めるところによる。 

（１）会長 １人 

（２）副会長 １人 

（３）監事 ２人 

２ 役員は、委員の互選によりこれを選任する。 

３ 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 
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６ 監事は協議会の出納監査を行い、その状況を会長に報告する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、 委員の過半数の出席をもって成立する。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長が決する。 

４ 会長は、必要に応じて委員以外の者に会議へ出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 

５ 会議において協議が調った事項については、協議会の構成員はその結果を尊重し、当該事項の誠実な実施に努めるも

のとする。 

６ 会長は、会議の内容が軽微な場合又は緊急その他やむを得ない事情により会議を開催することが困難な場合は、書面

協議により議決をすることができる。この場合において、第２項及び第３項の本文中「出席」とあるのを「回答」と読

み替えて、その規定を準用する。 

（幹事会） 

第７条 協議会に提案する事項について、協議又は調整をするため、必要に応じ協議会に幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（分科会） 

第８条 第３条各号に掲げる事項について専門的な調査及び検討を行うため、必要に応じ協議会に分科会を置くことが

できる。 

２ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第９条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、稲敷市地域振興部産業振興課に置く。 

３ 事務局に事務局長及び事務局員を置く。 

４ 事務局長は稲敷市地域振興部産業振興課長を、事務局員は同課職員をもって充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （経費の負担） 

第１０条 協議会の運営に要する経費は、負担金及び補助金をもって充てる。 

 （財政に関する事項） 

第１１条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（報酬及び費用の弁償） 

第１２条 会議、幹事会及び分科会に出席した者は、別表に掲げる報酬及び費用の弁償を受けることができる。だたし、

これに代わる対価を別に得ている者は、この限りでない。 

（協議会が解散した場合の措置） 

第１３条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会長であった者がこれを決算する。 

（委任） 

第１４条 この規約に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な細則は、会長が別に定める。 

附則 

１ この規約は、令和２年１２月２８日から施行する。 

２ この協議会は、稲敷市地域公共交通活性化協議会設置要綱（平成１９年稲敷市告示第１６号）に規定する協議会を承

継する。 
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（２）稲敷市地域公共交通活性化協議会 委員名簿（令和３年 10月１日現在） 

 

No 所    属 職 名 氏 名 備考 

1 稲敷市 副市長 高山 久 会長 

2 ＮＰＯ法人まちづくり支援センター 代表理事 為国 孝敏 副会長 

3 関東運輸局茨城運輸支局 首席運輸企画専門官 牧瀬 成博  

4 関東運輸局茨城運輸支局 首席運輸企画専門官 鈴木 裕一  

5 稲敷警察署交通課 課長 宮内 政人  

6 茨城県政策企画部交通政策課 課長 中村 浩  

7 竜ヶ崎工事事務所 所長 生田目 好美  

8 稲敷市議会産業建設常任委員会 委員長 黒田 茂勝  

9 稲敷市民生委員児童委員協議会 会長 黒田 伸治  

10 交通安全母の会 会長 田所 妙子  

11 稲敷市商工会 会長 髙須 耕一 監事 

12 ジェイアールバス関東(株)土浦支店 支店長 福士 康朗  

13 関東鉄道㈱自動車部営業課 課長 塩入 貴光  

14 晃進物流（株） 代表取締役 黒田 晃嗣  

15 ブルーバス（株） 代表取締役 根本 和幸  

16 さくら自動車（株） 代表取締役 中山 亨子  

17 江戸崎合同ハイヤー（株） 代表取締役 田中 美子  

18 霞ヶ浦交通（有） 代表取締役 松本 文雄  

19 （有）大利根タクシー 代表取締役 林 正巳  

20 一般社団法人茨城県バス協会 専務理事 川上 敬一  

21 茨城県ハイヤー・タクシー協会 専務理事 服部 透  

22 関東鉄道労働組合 執行委員長 池田 正人  

23 稲敷市行政経営部 部長 根本 英誠 監事 

24 稲敷市保健福祉部 部長 大塚 眞理子  

25 稲敷市土木管理部 部長 水飼 崇  

26 稲敷市教育委員会 部長 松田 治久  
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（３） 稲敷市地域公共交通活性化協議会 開催状況（令和３年度） 

 

表 稲敷市地域公共交通活性化協議会 開催状況（令和３年度） 

 日時 議題 

第１回 

協議会 

令和３年 

５月２８日 

１．協議案件 

 協議案件１：役員の改選について 

 協議案件２：令和３年度 事業計画・予算（案）について 

 協議案件３：稲敷市地域公共交通計画策定事業について 

第２回 

協議会 

令和３年 

６月１８日～ 

６月２５日 

（書面協議） 

１．協議案件 

 協議案件１：令和２年度事業報告・決算報告・監査報告について 

 協議案件２：令和４年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）について 

第３回 

協議会 

令和３年 

１２月２１日～ 

１２月２８日 

（書面協議） 

１．報告案件 

 報告案件１：稲敷市地域公共交通計画の進捗状況について 

第４回 

協議会 

令和４年 

１月１３日 

１．協議案件 

 協議案件１：稲敷市地域公共交通計画（案）調査事業の取りまとめ報告について 

 協議案件２：令和３年度 地域公共交通確保維持改善事業の事業評価について 

 協議案件３：自家用有償旅客運送の更新登録申請について 

 協議案件４：新高校生お試し乗車券（割引運賃）の実施について 

２．報告案件 

 報告案件１：関東鉄道バス（江戸崎・竜ヶ崎線）の経路変更について 

第５回 

協議会 

令和４年 

２月８日～ 

２月１８日 

（書面協議） 

１．報告案件 

 報告案件１：稲敷市地域公共交通計画について 

第６回 

協議会 

令和４年 

３月１０日～ 

３月１８日 

（書面協議） 

１．協議案件 

 協議案件１：稲敷市地域公共交通計画の原案策定について 

 

表 稲敷市地域公共交通活性化協議会 幹事会 開催状況（令和３年度） 

 日時 議題 

第１回 

幹事会 

令和３年 

４月６日 

議題１：令和３年度事業計画（案）について 

議題２：稲敷市地域公共交通計画策定事業について 

議題３：協議会構成員の変更（案）について 

議題４：次期役員の選任について 

 


